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熊本県手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２１年４月７日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第３８号

熊本県手数料条例の一部を改正する条例
熊本県手数料条例（平成１２年熊本県条例第９号）の一部を次のように改正する。
第２条第１項第６２４号の３の次に次の４号を加える。
(624)の4 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下

「長期優良住宅促進法」という。）第５条第１項から第３項までの規定に基づく長
期優良住宅建築等計画の認定の申請に対する審査
長期優良住宅建築等計画認定申請手数料 別表第２６に掲げる区分に応じた額。た
だし、長期優良住宅促進法第６条第２項の規定により建築基準法第６条第１項に規
定する建築基準関係規定に適合するかどうかの審査を受けるよう申し出る場合の手
数料の額は、同項の規定による確認の申請書が建築主事に提出されたものとみなし
て第１７７号及び第１７８号の規定を適用して算定した手数料の額に、第１７７号
ただし書の規定により別表第９の２に掲げる区分に応じた額を加算する場合にあっ
ては別表第２６の２に掲げる区分に応じた額を、別表第９の３に掲げる区分に応じ
た額を加算する場合にあっては別表第２６の３に掲げる区分に応じた額を加えた額
を加算した額

(624)の5 長期優良住宅促進法第８条第１項の規定に基づく長期優良住宅建築等計画の
変更の認定の申請に対する審査
長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料 別表第２６の４に掲げる区分に応じ
た額。ただし、長期優良住宅促進法第８条第２項において準用する長期優良住宅促
進法第６条第２項の規定により建築基準法第６条第１項に規定する建築基準関係規
定に適合するかどうかの審査を受けるよう申し出る場合の手数料の額は、同項の規
定による確認の申請書が建築主事に提出されたものとみなして第１７７号及び第１
７８号の規定を適用して算定した手数料の額に、第１７７号ただし書の規定により
別表第９の２に掲げる区分に応じた額を加算する場合にあっては別表第２６の２に
掲げる区分に応じた額を、別表第９の３に掲げる区分に応じた額を加算する場合に
あっては別表第２６の３に掲げる区分に応じた額を加えた額を加算した額

(624)の6 長期優良住宅促進法第９条第１項の規定に基づく譲受人を決定した場合にお
ける認定を受けた長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請に対する審査
譲受人決定時の長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料 ２，０００円

(624)の7 長期優良住宅促進法第１０条の規定に基づく認定計画実施者の地位の承継の
承認の申請に対する審査
認定計画実施者の地位の承継承認申請手数料 ２，０００円

第５条に次の１項を加える。
５ 第１項の規定にかかわらず、知事は、第２条第１項第６２４号の４又は第６２４号の

５の手数料については、構造計算適合性判定を要する建築物について、同項第６２４号
の４ただし書又は第６２４号の５ただし書の規定により加算した額の手数料を徴収した
場合において、建築主事が構造計算適合性判定に準じる判定を求めなかったときは、納

◇熊本県手数料条例の一部を改正する条例
１ 新たに次の手数料を設けることとした。（第２条第１項第６２４号の４－第６２

４号の７、附則第２項、別表第２６－別表第２６の４関係）
(１) 長期優良住宅建築等計画認定申請手数料 別表第２６に掲げる区分に応じ

た額
(２) 長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料 別表第２６の４に掲げる区

分に応じた額
(３) 譲受人決定時の長期優良住宅建築等計画の変更認定申請手数料 ２，０００円
(４) 認定計画実施者の地位の承継承認申請手数料 ２，０００円

２ １(１)及び(２)の手数料について、建築主事が構造計算適合性判定に準ずる判定
を求めなかったときは、その一部を還付することとした。（第５条第５項関係）

３ この条例は、平成２１年６月４日から施行することとした。
４ この条例による手数料の新設に伴い、熊本県収入証紙条例の関係規定を整備する

こととした。（附則第２項関係）

条 例

本号で公布された条例のあらまし
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付済の手数料の額（第１７７号ただし書の規定により、別表第９の２に掲げる区分に応
じた額を加算する場合にあっては別表第９の２に掲げる区分に応じた額に別表第２６の
２に掲げる区分に応じた額を加えた額、別表第９の３に掲げる区分に応じた額を加算す
る場合にあっては別表第９の３に掲げる区分に応じた額に別表第２６の３に掲げる区分
に応じた額を加えた額に限る。）から１０，０００円を減じた金額を納付者に還付する
ものとする。 

 別表第２６を次のように改める。 
別表第２６（第２条第１項第６２４号の４関係） 

区    分 金 額 

一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用 
途に供する部分を有しないものに限る。 
以下同じ。） 

     １４，０００円

総住戸数(１棟当たりの 
住宅の戸数の総数をいう。

以下同じ。)が１戸から 
５戸までのもの 

２５，０００円を申請住戸

数（同時に申請された住宅

の戸数の総数をいう。以下

同じ。）で除して得た額 
総住戸数が６戸から１０

戸までのもの 
４１，０００円を申請住戸

数で除して得た額 
総住戸数が１１戸から２

５戸までのもの 
６９，０００円を申請住戸

数で除して得た額 
総住戸数が２６戸から５

０戸までのもの 
１１０，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が５１戸から１

００戸までのもの 
１６８，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が１０１戸から

２００戸までのもの 
２８６，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が２０１戸から

３００戸までのもの 
３６２，０００円を申請住

戸数で除して得た額 

 登録住宅性 
能評価機関 
の発行する 
適合証が添 
付された場 
合 

共同住宅等（共 
同住宅、長屋そ 
の他の一戸建て 
の住宅以外の住 
宅をいう。以下 
同じ。) 

総住戸数が３０１戸以上

のもの 
４１２，０００円を申請住

戸数で除して得た額 

一戸建ての住宅      ４６，０００円

総住戸数が１戸から５戸

までのもの 
１２３，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が６戸から１０

戸までのもの 
１９８，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が１１戸から２

５戸までのもの 
３９４，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が２６戸から５

０戸までのもの 
７０７，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が５１戸から１

００戸までのもの 
１，２１５，０００円を申

請住戸数で除して得た額 
総住戸数が１０１戸から

２００戸までのもの 
２，２４８，０００円を申

請住戸数で除して得た額 
総住戸数が２０１戸から

３００戸までのもの 
３，２１４，０００円を申

請住戸数で除して得た額 

登録住宅性 
能評価機関 
の発行する 
適合証が添 
付されない 
場合 

共同住宅等 

総住戸数が３０１戸以上

のもの 
３，９４１，０００円を申

請住戸数で除して得た額 
  備考  
  １ 登録住宅性能評価機関の発行する適合証とは、住宅の品質確保の促進等に関する

法律（平成１１年法律第８１号）第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関が、
長期優良住宅促進法第６条第１項第１号に規定する長期使用構造等に係る認定基準
に適合することを証する書面をいう。 

  ２ 申請住戸数で除して得た額に、５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、
５０円以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げる。 

 別表第２６の次に次の３表を加える。 



 平成 21 年 4 月 7日 火曜     熊 本 県 公 報          第１１７９５号 4 

別表第２６の２（第２条第１項第６２４号の４関係） 

判定方法 構造計算適合性判定に係る面積 金 額 

１，０００平方メートル以内のもの             ７，３５０円

１，０００平方メートルを超え、２，０００平方 
メートル以内のもの   

９，１５０円

２，０００平方メートルを超え、１０，０００平 
方メートル以内のもの  

１０，０５０円

１０，０００平方メートルを超え、５０，０００ 
平方メートル以内のもの 

１２，７５０円

 判定を再計  
 算により行  
 う場合 

５０，０００平方メートルを超えるもの   ２１，８００円

１，０００平方メートル以内のもの        １０，７００円

１，０００平方メートルを超え、２，０００平方 
メートル以内のもの   

１４，３００円

２，０００平方メートルを超え、１０，０００平 
方メートル以内のもの  

１６，３５０円

１０，０００平方メートルを超え、５０，０００ 
平方メートル以内のもの 

２１，７５０円

 上記以外の  
 場合 

５０，０００平方メートルを超えるもの   ４０，０００円

別表第２６の３（第２条第１項第６２４号の４関係） 

判定方法 構造計算適合性判定に係る面積 金 額 

２００平方メートル以内のもの ３，６００円

２００平方メートルを超え、１，０００平方メー 
トル以内のもの        

５，８００円

１，０００平方メートルを超え、２，０００平方 
メートル以内のもの   

６，９５０円

２，０００平方メートルを超え、１０，０００平 
方メートル以内のもの  

７，６００円

１０，０００平方メートルを超え、５０，０００ 
平方メートル以内のもの 

１２，７５０円

 判定を再計  
 算により行  
 う場合 

５０，０００平方メートルを超えるもの   ２１，８００円

２００平方メートル以内のもの ３，８５０円

２００平方メートルを超え、１，０００平方メー 
トル以内のもの       

７，６５０円

１，０００平方メートルを超え、２，０００平方 
メートル以内のもの   

１０，０００円

２，０００平方メートルを超え、１０，０００平 
方メートル以内のもの  

１１，４００円

１０，０００平方メートルを超え、５０，０００ 
平方メートル以内のもの 

２１，７５０円

 上記以外の  
 場合 

５０，０００平方メートルを超えるもの   ４０，０００円

別表第２６の４（第２条第１項第６２４号の５関係） 

区    分 金 額 

一戸建ての住宅       ７，０００円

総住戸数が１戸から５戸

までのもの 
１２，５００円を申請住戸

数で除して得た額 

 登録住宅性 
能評価機関 
の発行する 
適合証が添 
付された場 

共同住宅等 

総住戸数が６戸から１０

戸までのもの 
２０，５００円を申請住戸

数で除して得た額 
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総住戸数が１１戸から２

５戸までのもの 
３４，５００円を申請住戸

数で除して得た額 
総住戸数が２６戸から５

０戸までのもの 
５５，０００円を申請住戸

数で除して得た額 
総住戸数が５１戸から１

００戸までのもの 
８４，０００円を申請住戸

数で除して得た額 
総住戸数が１０１戸から

２００戸までのもの 
１４３，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が２０１戸から

３００戸までのもの 
１８１，０００円を申請住

戸数で除して得た額 

合 

総住戸数が３０１戸以上

のもの 
２０６，０００円を申請住

戸数で除して得た額 

一戸建ての住宅      ２３，０００円

総住戸数が１戸から５戸

までのもの 
６１，５００円を申請住戸

数で除して得た額 
総住戸数が６戸から１０

戸までのもの 
９９，０００円を申請住戸

数で除して得た額 
総住戸数が１１戸から２

５戸までのもの 
１９７，０００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が２６戸から５

０戸までのもの 
３５３，５００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が５１戸から１

００戸までのもの 
６０７，５００円を申請住

戸数で除して得た額 
総住戸数が１０１戸から

２００戸までのもの 
１，１２４，０００円を申

請住戸数で除して得た額 
総住戸数が２０１戸から

３００戸までのもの 
１，６０７，０００円を申

請住戸数で除して得た額 

登録住宅性 
能評価機関 
の発行する 
適合証が添 
付されない 
場合 

共同住宅等 

総住戸数が３０１戸以上

のもの 
１，９７０，５００円を申

請住戸数で除して得た額 
  備考  
  １ 登録住宅性能評価機関の発行する適合証とは、住宅の品質確保の促進等に関する

法律第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関が、長期優良住宅促進法第６条
第１項第１号に規定する長期使用構造等に係る認定基準に適合することを証する
書面をいう。 

  ２ 申請住戸数で除して得た額に、５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、
５０円以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げる。 

   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、平成２１年６月４日から施行する。 
  （熊本県収入証紙条例の一部改正） 
２ 熊本県収入証紙条例の一部を次のように改正する。 
  別表第１手数料の項中第５６４号の３３を第５６４号の３７とし、第５６４号の３２ 
 の次に次の４号を加える。 

 
 564の33 長期優良住宅建築等計画認定申請手数料 
 564の34 長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料 
 564の35 譲受人決定時の長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料  

 564の36 認定計画実施者の地位の承継承認申請手数料 
 
 
 
 
 
熊本県告示第３２６号 
 熊本県漁業調整規則（昭和４０年熊本県規則第１８号の２）第８条第２項及び同規則第
２１条第３項において準用する同規則第８条第２項の規定により漁業の許可及び起業の認
可を申請すべき期間を次のとおり定めたので、同規則第８条第３項及び同規則第２１条第
３項において準用する同規則第８条第３項の規定により公示する。 

 告  示 
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  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 許可又は起業の認可をする漁業名称、漁業種類及び操業区域 

漁 業 名 称 漁 業 種 類 操 業 区 域 

  たこつぼ漁業  たこつぼ漁業    不知火海 

  たこつぼ漁業  たこつぼ漁業    天草有明海 

  小型機船底びき網漁業  手繰第１種漁業どうしゅ手繰網漁業    天草有明海 

  小型機船底びき網漁業  手繰第２種漁業えびこぎ網漁業    天草海 

２ 申請期間 
    平成２１年４月７日から平成２１年４月１３日まで 

 
 
熊本県告示第３２７号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により指定居宅介護支援
事業者を次のとおり指定したので、同法第８５条の規定により公示する。 
  平成２１年４月７日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫    

事業所の名称及び事業所の所在地 事業者名 指定年月日 

福々居宅介護支援事業所 
熊本市帯山三丁目４１番２７号 

有限会社シニアケア・フラ

ワー 
平成２１年４月１日  

 
 
熊本県告示第３２８号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県球磨郡水上村大字湯山字荒平１９９０番１、１９ 
 ９０番３、字神ノ瀬２１４５番１、字芝ノ本２１４６番４、２１４７番、字水ノ元２２ 
 ４７番、字名繋２２５５番１、字弥次郎平２２７３番３、２２７４番、字大平２２７６ 
 番１、２２７９番 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 主伐に係る伐採種は、定めない。 
  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  ウ 間伐その他特別の場合の伐採に係るものは、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を熊本県農林水産部森林保全課及び熊本県 
球磨地域振興局並びに水上村役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第３２９号   
 熊本県競争契約入札心得の一部を改正する告示を次のように定める。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
    熊本県競争契約入札心得の一部を改正する告示 
 熊本県競争契約入札心得（昭和３９年熊本県告示第４２０号）の一部を次のように改正
する。 
 第４条第８項ただし書を削る。 
   附 則 
 この告示は、平成２１年４月７日から施行する。 

 
 
熊本県告示第３３０号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により次の指定
障害者福祉サービス事業者から変更の届出があったので、同法第５１条の規定により公示
する。       
  平成２１年４月７日  
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
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事業者の名称、事業

所の名称及び事業

の種類 

変更があった

事項 
変更前の内容 変更後の内容 変更年月日 

  

 

  

特定非営利活動法

人ＩＯＢスポーツ

推進事業団 
ＩＯＢ訪問介護事

業所 
居宅介護及び重度

訪問介護 

事業所の所在

地 
熊本市帯山８丁

目２－１ １４

号室 

熊本市近見８丁

目１３－５０ 
平成２０年１

１月１日 

 
 
熊本県告示第３３１号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２１年４月７日から６０日間、熊本県土木部道路保全課において
一般の縦覧に供する。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 
道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 
(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 
(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考

前

  7.9 
  ～ 
 19.0  

 343.0 
一般国道 ２１９号 球磨郡あさぎり町免田東字堀 

ノ角 
    １４９７番３３地先から 
同所 
    １２５６番２７地先まで 後

 12.6 
  ～ 
 28.6  

 344.0 

交安統

合 

前

  5.0 
  ～ 
 26.9 

 183.0 
主要地方道 多良木相

良線 
球磨郡あさぎり町免田東字堀 
ノ角 
  ２８０番７地先から 
同所 
  １７１８番２７地先まで 後

  6.4 
  ～ 
 23.0 

 182.0 

交安統

合及び

緊道整 

前

 11.5 
  ～ 
 18.5 

  68.0 
一般県道 免田停車

場線 
球磨郡あさぎり町免田東字堀 
ノ角 
  １４８４番３地先から 
同所 
  １４９６番１０地先まで 後

 17.3 
  ～ 
 21.9  

  69.0 

交安統

合 

２ 区域を変更する期日 平成２１年４月７日 
 

 
熊本県告示第３３２号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２１年４月７日から６０日間、熊本県土木部道路保全課において
一般の縦覧に供する。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 
道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 
(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 
(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考

一般国道 ２６６号 下益城郡城南町大字東阿高字 
櫻馬場 
    １１４３番３地先から 

前

 11.2 
  ～ 
 15.8 

 56.0  
廃道 
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同所 
    １１４４番１８地先まで 後

 11.2 
  ～ 
 12.0  

 56.0  

２ 区域を変更する期日 平成２１年４月７日 
 

 
熊本県告示第３３３号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２１年４月７日から６０日間、熊本県土木部道路保全課において
一般の縦覧に供する。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 
道路の種類 路 線 名 供 用 を 開 始 す る 区 間 延  長 

(メートル) 
備 考

主要地方道 大津植木線 熊本市改寄町字西久保 
          ２３７９番３地先から 
鹿本郡植木町植木字東三丁目 
          １５７番１８地先まで 

   324.9 道路法

第２４

条工事

２ 供用を開始する期日 平成２１年４月７日 
 

 
熊本県告示第３３４号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年４月７日  
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
事業所の名称及び所 
在地 

事業者の名称、主た 
る事務所の所在地及

び代表者の氏名 

指定年月日

 

事業所番号 指定障害福

祉サービス

の種類 
まんさく園 
永碇町９６１番地の

１ 

社会福祉法人 麦の

会 
八代市永碇町９６１

番地の１ 
永野 憲一郎 

平成２１年

 ４月１日

4310200243 就労継続支

援Ｂ型 

 
 
熊本県告示第３３５号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年４月７日  
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
事業所の名称及び所 
在地 

事業者の名称、主た 
る事務所の所在地及 
び代表者の氏名 

指定年月日

 

事業所番号 指定障害福 
祉サービス 
の種類 

グループホームとも 
に 
宇城市不知火町高良 
２２７３番地１ 

社会福祉法人 東康 
会 
宇城市三角町波多２ 
８６４番地１０３ 
山田 純策 

平成２１年

 ４月１日

4322700263 共同生活援 
助 

 
 
熊本県告示第３３６号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年４月７日  
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
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事業所の名称及び所 
在地 

事業者の名称、主た 
る事務所の所在地及 
び代表者の氏名 

指定年月日

 

事業所番号 指定障害福 
祉サービス 
の種類 

ＮＰＯ法人新町きぼ 
うの家   
熊本市新町３丁目５ 
番１８号 

ＮＰＯ法人新町きぼ 
うの家   
熊本市新町３丁目５ 
番１８号 
久保 大介 

平成２１年

 ４月１日

4310100732 就労継続支 
援Ｂ型 

 
 
熊本県告示第３３７号 
  介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条の２第１項の規定により福祉用
具専門相談員指定講習事業者を次のとおり指定した。 
  平成２１年４月７日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 

事業者の名称及び事業所の所在地 指定年月日 指定の有効期間満了日 

学校法人八商学園 
八代市平山新町４４３８番地 

平成２１年４月１日 平成２４年３月３１日 

 
 
熊本県告示第３３８号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により指定居宅介護支援
事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により告示する。 
  平成２１年４月７日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫    

事業所の名称及び事業所の所在地 事業者名 指定年月日 

ケアプランセンターサンビィラあ 
りあけ 
玉名市岩崎４１６番地１ 

株式会社Ｄ・Ｓ・Ｇ 平成２１年４月１日 

 
 
熊本県告示第３３９号 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により平成２１年３月
３１日付けで専決した平成２０年度熊本県一般会計補正予算（第５号）の要領は、次のと
おりである。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
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専第 ３６ 号

平成２０年度熊本県一般会計補正予算（第５号）

平成２０年度熊本県の一般会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

１ 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 876,297千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ 741,086,049千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は 「第１表 歳入歳出予算補正」による。、

平成２１年３月３１日専決

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
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熊本県告示第３４０号 
  環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第２項の規定により、騒音に係る環境基
準（平成１０年環境庁告示第６４号）の地域の類型をあてはめる地域を次のとおり指定し、
平成２１年５月１日から施行する。 
  平成１１年９月２４日熊本県告示第６８８号（騒音に係る環境基準の地域の類型をあて
はめる地域の指定）は、平成２１年４月３０日限り、廃止する。 
    平成２１年４月７日 
                          熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
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地域の類型 市町村 
の区域 Ａ Ｂ Ｃ 

熊本市 第一種低層住居専用地域、

第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地

域及び第二種中高層住居

専用地域 

 １ 第一種住居地域、第

  二種住居地域及び準住

  居地域 
 ２ 次の区域のうち用途

  地域以外の地域 
   画図町重富、画図町所

   島、画図町下無田、城

   山半田一丁目から三丁

  目、城山薬師１丁目、

   城山薬師二丁目、小島

   二丁目、小島三丁目、

   小島五丁目、小島上町、

   中原町、中島町 
 ３  風致地区（Ａ類型の

  地区を除く。） 

 １ 近隣商業地域、商

  業地域、準工業地域、

  工業地域及び工業専

  用地域  
 ２  用途地域以外の地

   域（Ｂ類型の区域を

  除く。） 

八代市 第一種低層住居専用地域、

第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地

域及び第二種中高層住居

専用地域 

 

 

 １ 第一種住居地域、第

  二種住居地域及び準住

  居地域 
 ２ 風致地区 
 ３  工業地域のうち十条

   町四番、福正元町十一

   番、福正元町十二番及

   び福正元町十三番の区

   域 

 １ 近隣商業地域、商

   業地域、準工業地域、

   工業地域（Ｂ類型の

   区域を除く。）及び

  工業専用地域  
 ２ 用途地域以外の地

  域（風致地区を除 

  く。） 

荒尾市 第一種低層住居専用地域

、第二種低層住居専用地

域、第一種中高層住居専

用地域及び第二種中高層

住居専用地域 

 第一種住居地域、第二種

 住居地域（Ｃ類型の区域

 を除く。）及び 準住居地

 域   

  

  1  近隣商業地域、商

  業地域、準工業地域、

  工業地域及び工業専

  用地域 
 ２ 用途地域以外の地

   域 
 ３  娯楽・レクレーシ

  ョン地区のうち第二

  種住居地域の区域 
水俣市 第一種低層住居専用地域、

第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地

域及び第二種中高層住居

専用地域 

 １ 第一種住居地域、第

   二種住居地域及び準住

   居地域 
 ２ 用途地域以外の地域

 近隣商業地域、商業地

 域、準工業地域、工業

 地域及び工業専用地域

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本市、

八代市、

荒尾市 
及び水 
俣市以 
外の市 
町村 

 

 

 

 

 

第一種低層住居専用地域

、第二種低層住居専用地

域、第一種中高層住居専

用地域及び第二種中高層

住居専用地域 

 第一種住居地域、第二種

 住居地域及び準住居地域

 １ 近隣商業地域、商

   業地域、準工業地域、

   工業地域及び工業専

   用地域 
 ２ 用途地域以外の地

   域 
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  備考 
  １ 「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第一種中高層住居 
  専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「第一種住居地域」、「第二種住居地 
  域」、「準住居地域」、「近隣商業地域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業 
  地域」及び「工業専用地域」とは、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条 
  第１項第１号の用途地域をいう。 
 ２ 用途地域以外の地域とは、都市計画法第８条第１項第１号の用途地域が定められて 
  いない地域をいう。 
  ３ 「風致地区」とは、都市計画法第８条第１項第７号の風致地区をいう。 
  ４ 荒尾市の項の「娯楽・レクレーション地区」とは、都市計画法第８条第１項第２号 
  の特別用途地区をいう。     
  ５ 無人島及び都市計画法第８条第１項第９号の臨港地区は、騒音に係る環境基準の地 
  域の類型をあてはめる地域から除く。 

 
 
熊本県告示第３４１号 
  騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）第３条第１項の規定に基づく特定工場等におい
て発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域の指定並び
に同法第４条第１項の規定に基づく特定工場等において発生する騒音についての時間の区
分及び区域の区分ごとの規制基準について次のように定め、平成２１年５月１日から施行
する。 
 平成５年１２月１５日熊本県告示第１０２０号（騒音規制法に基づく特定工場等におい
て発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域の指定）、
昭和６０年７月３０日熊本県告示第６１９号（騒音規制法に基づく特定工場等において発
生する騒音の時間及び区域の区分ごとの規制基準）は、平成２１年４月３０日限り、廃止
する。 
   平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）第３条第１項の規定に基づき、特定工場等にお
いて発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域を１のと
おり指定し、同法第４条第１項の規定に基づき特定工場等において発生する騒音について、
時間の区分及び区域の区分ごとの規制基準を２のとおり定める。 
 
１  特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規 
 制する地域  
  別表の市町村の区分の欄に掲げる市町村（山鹿市、熊本市、八代市、天草市及び苓北 
 町を除く。）ごとの同表の区域の欄に掲げる地域及び区域 
２ 特定工場等において発生する騒音について、時間の区分及び区域の区分ごとの規制基 
 準 

 時間の区分 

区域の区分  昼間（午前８時から午 

 後７時まで） 
朝（午前６時から午前８

時まで） 
夕（午後７時から午後１

０時まで） 

夜間（午後１０時から

翌日の午前６時まで）

第一種区域   ５０デシベル以下  ４５デシベル以下  ４０デシベル以下 

第二種区域    ６０デシベル以下   ５０デシベル以下   ４５デシベル以下 

第三種区域    ６５デシベル以下   ６０デシベル以下   ５０デシベル以下 

第四種区域    ７０デシベル以下   ６５デシベル以下   ６０デシベル以下 

  菊池市の区分においては、特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準（昭

和４３年厚生省・農林省・通産省・運輸省告示１）第１条のただし書の規定を次のとお

り適用する。騒音規制法における第３種区域又は第４種区域のうち、学校教育法 (昭和

２２年法律第２６号) 第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第７条第１項に規定する保育所、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１

項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設

を有するもの、図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する図書館

並びに老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定する特別養護老人ホ

ームの敷地の周囲おおむね５０メートルの区域内における規制基準は、規制基準の欄に

掲げる値から５デシベルを減じた値とする。 
  備考 この表において、第一種区域、第二種区域、第三種区域及び第四種区域は、別表 
  の区域の欄に掲げる区域をいう。 
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  別表 
 

規制区域 市町村 
の区域 

第一種区域 第二種区域 第三種区域 第四種区域 

荒尾市 第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

第一種中高層住居 
専用地域、第二種 
中高層住居専用地 
域、第一種住居地 
域、第二種住居地 
域及び準住居地域  

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域 
２ 用途地域以外の 
  地域 
３ 増永地番及び一 
  部地番のうち工業 
  地域の区域 

 工業地域（第三

 種区域の地域を

 除く。）及び工

 業専用地域 

菊池市 第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

第一種中高層住居 
専用地域、第二種 
中高層住居専用地 
域、第一種住居地 
域、第二種住居地 
域及び準住居地域 

  

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域 
２ 用途地域以外の 
 地域（第四種区域 
 の地域を除く。） 

 １ 工業地域及

   び工業専用地

   域 
 ２ 用途地域以

  外の地域のう

   ち菊池工業団

   地、森北工業

   団地、林原工

   業団地、蘇崎

   工業団地、川

  辺工業団地、

   住吉工業団地、

   田島工業団地

   及び永工業団

   地の区域 
宇土市 第一種低層住居 

専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

１  第一種中高層 

  住居専用地域、 

  第二種中高層住 

  居専用地域、第 

  一種住居地域、 

  第二種住居地域 

  及び準住居地域 

２ 用途地域以外 

  の地域のうち新 

  開町１２１２番 
 地１、１２１３ 
 番地１、１１４ 
 ５番地の区域 

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域 
２ 用途地域以外の 
  地域（第二種区域 
  及び第四種区域の 
 地域を除く。） 

 １ 工業地域及

   び工業専用地

   域 
 ２ 用途地域以

  外の地域のう

   ち緑川工業団

   地及び花園地

   区工業団地の

   区域  

水俣市 

 

 

 

 

第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

 

 

１ 第一種中高層 

  住居専用地域、 

  第二種中高層住 

  居専用地域、第 

  一種住居地域、 

  第二種住居地域 

  及び準住居地域 
２ 白浜町一番の 

  うち準工業地域 

  の区域 

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域（第二種区 
  域の地域を除く。） 
２ 第一種住居地域 
  と工業地域が隣接 
  している地域につ 
  いては、その境界 
  から工業地域側の 
  幅５０メートルの 

 工業地域及び工

 業専用地域（い

 ずれも、第三種

 区域の地域を除

 く。） 

 

 

  
３ 長野町及び古 

  城３丁目のうち 

  区域（５の工業地 
 域を除く。） 
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    準工業地域の区 

  域 

３ 第一種住居地域 
  と工業専用地域が 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 用途地域以外 

  の地域 

 

 

 

  隣接している地域 
  については、その 
  境界から工業専用 
  地域側の幅５０メ 
  ートルの区域 
４ 第一種中高層住 
  居専用地域と工業 
  専用地域が隣接し 
  ている地域につい 
  ては、その境界か 
  ら工業専用地域側 
  の幅５０メートル 
  の区域 
５ 塩浜町九番、十 
  番、十一番及び十 
  二番のうち工業地 
  域の区域 

 

 

 

 

 

 

荒尾市、

菊池市、

宇土市 
及び水 
俣市を 
除く市 
町村 

 

 

 

 

 

 

 

第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

第一種中高層住居 
専用地域、第二種 
中高層住居専用地 
域、第一種住居地 
域、第二種住居地 
域及び準住居地域 

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域 
２ 用途地域以外の 
  地域 

 工業地域及び工

 業専用地域 

  備考 
  １ 「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第一種中高層住居 
  専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「第一種住居地域」、「第二種住居地 
  域」、「準住居地域」、「近隣商業地域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業 
  地域」及び「工業専用地域」とは、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条 
  第１項第１号の用途地域をいう。 
 ２ 用途地域以外の地域とは、都市計画法第８条第１項第１号の用途地域が定められて 
  いない地域をいう。 
  ３ 「風致地区」とは、都市計画法第８条第１項第７号の風致地区をいう。 
  ４ 無人島及び都市計画法第８条第１項第９号の臨港地区は、規制地域から除く。 
  ５ この告示の施行により、又は用途地域が新たに定まったことにより、若しくは用途 
  地域が変更されたことにより、適用される規制区域が変更される特定工場等（規制区 
  域の変更の時に当該規制区域が適用される地域内に既にその敷地を有しているものに 
  限る。）のうち、より厳しい基準が適用される場合においては、当該規制区域の変更 
  の日から３年間は、当該変更がなかったものとみなして従前の規制区域の基準を適用 
  する。 
 ６  菊池市及び宇土市の第四種区域の欄の工業団地のうち、菊池市に存する菊池工業団 
  地、森北工業団地、林原工業団地、蘇崎工業団地、川辺工業団地、住吉工業団地及び 
  永工業団地並びに宇土市に存する花園地区工業団地は、農村地域工業等導入促進法  
  （昭和４６年法律第１１２号）第５条第３項第１号に規定する工業等導入地区の区域 
  である。 
  ７ 菊池市の第四種区域の欄の田島工業団地は、菊池市泗水町に所在する別添図面１に 
  示す区域である。ただし、別添図面１は省略し、熊本県環境生活部及び菊池市役所に 
  おいて、一般の縦覧に供する。 
 ８ 宇土市の第四種区域の欄の緑川工業団地は、宇土市新開町に所在する別添図面２に 
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  示す区域である。ただし、別添図面２は省略し、熊本県環境生活部及び宇土市役所に 
  おいて、一般の縦覧に供する。 

 
 
熊本県告示第３４２号 
  平成２１年４月７日熊本県告示第３４１号（騒音規制法に基づく特定工場等において発
生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域の指定並びに特
定工場等において発生する騒音の時間及び区域の区分ごとの規制基準）による指定地域に
おける特定建設作業に伴って発生する騒音について、昭和４３年１１月２７日厚生省、建 
設省告示第１号（特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準）別表（以下「別
表」という。）による区域を次のように定め、平成２１年５月１日から施行する。 
 昭和６０年７月３０日告示第６２０号は、平成２１年４月３０日限り、廃止する。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 
１ 別表第１号に掲げる区域 平成２１年４月７日熊本県告示第３４１号（騒音規制法に 
 基づく特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音につい 
 て規制する地域の指定並びに特定工場等において発生する騒音の時間及び区域の区分ご 
 との規制基準）の別表に定める第一種区域、第二種区域及び第三種区域に該当する地域 
 及び区域 
２ 別表第２号に掲げる区域 平成２１年４月７日熊本県告示第３４１号（騒音規制法に 
 基づく特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音につい 
 て規制する地域の指定並びに特定工場等において発生する騒音の時間及び区域の区分ご 
 との規制基準）の別表に定める第四種区域に該当する地域及び区域 

 
 
熊本県告示第３４３号 
  騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）第１７条第１項の規定に基づく指定地域内にお
ける自動車騒音の限度を定める省令（平成１２年総理府令第１５号）の別表備考の規定に
よる区域の区分を次のとおり定め、平成２１年５月１日から施行する。 
 平成１２年４月７日告示第３７４号は、平成２１年４月３０日限り、廃止する。 
   平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 

区域 区域の区分 

ａ区域  平成２１年４月７日熊本県告示第３４０号（騒音に係る環境基準の地域の類 

 型をあてはめる地域の指定）の地域の類型がＡの地域（熊本市、八代市、山 

 鹿市、天草市及び苓北町の区域を除く。）に該当する地域及び区域 
ｂ区域  平成２１年４月７日熊本県告示第３４０号（騒音に係る環境基準の地域の類 

 型をあてはめる地域の指定）の地域の類型がＢの地域（熊本市、八代市、山 

 鹿市、天草市及び苓北町の区域を除く。）に該当する地域及び区域 
ｃ区域  平成２１年４月７日熊本県告示第３４０号（騒音に係る環境基準の地域の類 

 型をあてはめる地域の指定）の地域の類型がＣの地域（熊本市、八代市、山 

 鹿市、天草市及び苓北町の区域を除く。）に該当する地域及び区域 
 

 
熊本県告示第３４４号 
  熊本県生活環境の保全等に関する条例施行規則（昭和４７年規則第６０号）別表第１２
騒音の規制基準の備考４に規定する別に定める区域を次のように定め、平成２１年５月１
日から施行する。 
  昭和６０年７月３０日告示第６２２号は平成２１年４月３０日限り、廃止する。 
   平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   

規制区域 市町村 
の区域 

第一種区域 第二種区域 第三種区域 第四種区域 

熊本市 

 

第一種低層住居 
専用地域及び第 

１ 第一種中高層 

  住居専用地域、 

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 

 １  工業地域及

   び工業専用地

 

 

 

二種低層住居専 
用地域   

 

  第二種中高層住 

  居専用地域、第 

  一種住居地域、 

  業地域（いずれも、

  第二種区域の地域 
 を除き、準工業地 

   域( いずれも、

   第三種区域の

  地域を除く。）
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  第二種住居地域 

  及び準住居地域 

 域については臨港 
 地区を除く。） 

 ２  臨港地区 

 

 

 

 

 

２ 次の区域のう 

  ちのうち用途地 

  域以外の地域 
 画図町重富、画 

  図町所島、画図 

  町下無田、城山 

  半田一丁目～三 

  丁目、城山薬師 

  一丁目、城山薬 

  師二丁目、小島 

  二丁目、小島三 

  丁目、小島五丁 

  目、小島上町、 

  中原町、中島町 
３ 第一種区域と 

  第三種区域が隣 

  接している地域 

  については、そ 

  の境界から第三 

  種区域側の幅５ 

  ０メートルの区 

  域 
４ 風致地区（第 

  一種区域の地域 
 を除く。） 

２ 用途地域以外の 
 地域（第二種区域 
 の地域を除く。） 
２ 第二種区域と第 
 四種区域又は第一 
 種区域と第四種区 
 域が隣接している 
 地域については、 
 その境界から第四 
 種区域側の幅５０ 
 メートルの区域 

 

 

 

 

荒尾市 第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

第一種中高層住居 
専用地域、第二種 
中高層住居専用地 
域、第一種住居地 
域、第二種住居地 
域及び準住居地域 

  

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域 
２ 用途地域以外の 
 地域 
３ 増永地番及び一 
  部地番のうち工業 
  地域の区域 

 工業地域（第三

 種区域の地域を

 除く。）及び工

 業専用地域 

菊池市 第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

第一種中高層住居 
専用地域、第二種 
中高層住居専用地 
域、第一種住居地 
域、第二種住居地 
域及び準住居地域 

  

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域 
２ 用途地域以外の 
 地域（第四種区域 
 の地域を除く。） 

 １ 工業地域及

   び工業専用地

   域 
 ２ 用途地域以

  外の地域のう

   ち菊池工業団

   地、森北工業

   団地、林原工

   業団地、蘇崎

   工業団地、川

   辺工業団地、

   住吉工業団地、

   田島工業団地

   及び永工業団

   地の区域 
宇土市 

 

 

第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 

１  第一種中高層 

  住居専用地域、 

  第二種中高層住 

１ 近隣商業地域、 
 商業地域及び準工 
 業地域 

 １ 工業地域及

   び工業専用地

   域 
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用地域   

 

 

 

 

 

 

 

 

  居専用地域、第 
 一種住居地域、 

  第二種住居地域 

  及び準住居地域 

２ 用途地域以外 

  の地域のうち新 

  開町１２１２番 

  地１、１２１３ 

  番地１、１１４ 

  ５番地の区域 

２ 用途地域以外の 
 地域（第二種区域 
 及び第四種区域の 
 地域を除く。） 

 ２ 用途地域以

   外の地域のう

   ち緑川工業団

   地及び花園地

   区工業団地の

   区域  

水俣市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

 

 

 

 

 

 

 

１ 第一種中高層 

  住居専用地域、 

  第二種中高層住 

  居専用地域、第 

  一種住居地域、 

  第二種住居地域 

  及び準住居地域 
２ 白浜町一番の 

  うち準工業地域 

  の区域 
３ 長野町及び古 

  城３丁目のうち 

  準工業地域の区 

  域 
４ 用途地域以外 

  の地域 

 

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域（第二種区 
  域の地域を除く。）

２ 第一種住居地域 
  と工業地域が隣接 
  している地域につ 
  いては、その境界 
  から工業地域側の 
  幅５０メートルの 
  区域（５の工業地 
 域を除く。） 
３ 第一種住居地域 
  と工業専用地域が 
  隣接している地域 
  については、その 
  境界から工業専用 
  地域側の幅５０メ 
  ートルの区域 
４ 第一種中高層住 
  居専用地域と工業 
  専用地域が隣接し 
  ている地域につい 
  ては、その境界か 
  ら工業専用地域側 
  の幅５０メートル 
  の区域 
５  塩浜町九番、十 
  番、十一番及び十 
  二番のうち工業地 
  域の区域 

 工業地域及び工

 業専用地域（い

 ずれも、第三種

 区域の地域を除

 く。） 

 

山鹿市 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

 

 

 

 

 

第一種中高層住居 
専用地域、第二種 
中高層住居専用地 
域、第一種住居地 
域、第二種住居地 
域及び準住居地域 

 

 

 

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域 
２ 用途地域以外の 
 地域（第四種区域 
 の地域を除く。） 

 

 

 

 １ 工業地域及

  び工業専用地

   域 
 ２ 用途地域以

  外の地域のう

   ち山鹿東部工

  業団地、堂原

   工業団地、若

   宮原工業団地、

       高橋工業団地、

       駄の原工業団



 平成 21 年 4 月 7日 火曜     熊 本 県 公 報          第１１７９５号 20 

       地及び吉井工

   業団地の区域

八代市 第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

 

 

 

   

１ 第一種中高層 

  住居専用地域、 

  第二種中高層住 

  居専用地域、第 

  一種住居地域、 

  第二種住居地域 

  及び準住居地域 
２ 風致地区 
３ 工業地域のう 

  ち十条町四番、 

  福正元町十一番、

  福正元町十二番 

  及び福正元町十 

  三番の区域 

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域（臨港地区 
  を除く。） 
２ 用途地域以外の 
  地域（臨港地区及 
  び風致地区を除   
  く。） 
３ 第二種区域と第 
  四種区域が隣接す 
  る地域については、

  その境界から第四 
  種区域側の幅５０ 
  ｍの区域 

 １ 工業地域及

   び工業専用地

   域（いずれも、

   臨港地区及び

   第三種区域の

  地域を除く。

   工業地域にお

   いては、第二

   種区域の地域

  を除く。） 
 ２ 建馬町１番

   のうち臨港地

   区の区域 

苓北町 
    

苓北町の区域の全域

（第四種区域の地域 
を除く） 

 内田工業団地の

 区域 

熊本市、

荒尾市、

菊池市、

宇土市、

水俣市、

山鹿市、

八代市 
及び苓 
北町を 
除く市 
町村 

 

 

 

 

第一種低層住居 
専用地域及び第 
二種低層住居専 
用地域   

第一種中高層住居 
専用地域、第二種 
中高層住居専用地 
域、第一種住居地 
域、第二種住居地 
域及び準住居地域 

１ 近隣商業地域、 
  商業地域及び準工 
  業地域 
２ 用途地域以外の 
 地域 

 工業地域及び工

 業専用地域 

備考 
  １  「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第一種中高層住居 
  専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「第一種住居地域」、「第二種住居地 
  域」、「準住居地域」、「近隣商業地域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業 
  地域」及び「工業専用地域」とは、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条 
  第１項第１号の用途地域をいう。 
 ２ 用途地域以外の地域とは、都市計画法第８条第１項第１号の用途地域が定められて 
  いない地域をいう。 
  ３ 「風致地区」とは都市計画法第８条第１項第７号の風致地区をいう。 
  ４  「臨港地区」とは都市計画法第８条第１項第９号の臨港地区をいう。 
 ５ 熊本市及び八代市以外の市町村の区域の都市計画法第８条第１項第９号の臨港地区 
  は、規制区域から除く。 
  ６ 無人島は、規制区域から除く。 
  ７ この告示の施行により、又は用途地域が新たに定まったことにより、若しくは用途 
  地域が変更されたことにより、適用される規制区域が変更される特定工場（規制区域 
  の変更の時に当該規制区域が適用される地域内に既にその敷地を有しているものに限 
  る。）のうち、より厳しい基準が適用される場合においては、当該規制区域の変更の 
  日から１年間は、当該変更がなかったものとみなして従前の規制区域の基準を適用す 
  る。 
 ８  山鹿市、菊池市及び宇土市の第四種区域の欄の工業団地のうち、山鹿市に存する山 
  鹿東部工業団地、堂原工業団地、若宮原工業団地、高橋工業団地、駄の原工業団地、 
  及び吉井工業団地、菊池市に存する菊池工業団地、森北工業団地、林原工業団地、蘇 
  崎工業団地、川辺工業団地、住吉工業団地及び永工業団地並びに宇土市に存する花園 
  地区工業団地は、農村地域工業等導入促進法（昭和４６年法律第１１２号）第５条第 
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  ３項第１号に規定する工業等導入地区の区域である。 
  ９ 菊池市の第四種区域の欄の田島工業団地は、菊池市泗水町に所在する別添図面１に 
  示す区域である。ただし、別添図面１は省略し、熊本県環境生活部及び菊池市役所に 
  おいて、一般の縦覧に供する。 
 １０ 宇土市の第四種区域の欄の緑川工業団地は、宇土市新開町に所在する別添図面２ 
  に示す区域である。ただし、別添図面２は省略し、熊本県環境生活部及び宇土市役所 
  において、一般の縦覧に供する。 
  １１ 苓北町の第四種区域の欄の内田工業団地は、苓北町内田字中村１７４番地１、１ 
  ７４番地３、１７４番地４、１７４番地６及び１９０番地１０並びに苓北町内田字堂 
  ノ下１９３番地１に所在する工業団地である。 

 
 
熊本県告示第３４５号 
  振動規制法（昭和５１年法律第６４号）第３条第１項の規定により、住民の生活環境を
保全する必要がある地域を指定し、同法第４条第１項の規定により、特定工場等において
発生する振動について昭和５１年環境庁告示第９０号（特定工場等において発生する振動
の規制に関する基準）第１条による時間の区分及び区域の区分ごとの規制基準を定め、平
成２１年５月１日から施行する。 
 平成５５年３月６日告示第１６５号、平成１０年３月２０日告示第１９３号、平成１４
年３月２９日告示第３１５号及び平成１４年３月２９日告示第３１６号（振動規制法に基
づく住民の生活環境を保全する地域の指定）並びに昭和５３年３月２３日告示第２６９号、
昭和５５年３月６日告示第１６６号、昭和５７年６月２４日告示第６７２号及び平成１０
年３月２０日告示第１９４号（振動規制法に基づく特定工場等において発生する振動の時
間及び区域の区分ごとの規制基準）は、平成２１年４月３０日限り、廃止する。 
 平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 
  振動規制法（昭和５１年法律第６４号）第３条第１項の規定により、住民の生活環境を
保全する必要がある地域を１のとおり指定し、同法第４条第１項の規定により、特定工場
等において発生する振動について、昭和５１年環境庁告示第９０号（特定工場等において
発生する振動の規制に関する基準）第１条による時間の区分及び区域の区分ごとの規制基
準を２のとおり定める。 
   
１  振動規制法第３条第１項の規定により、住民の生活環境を保全する必要がある地域 
  別表の市町村の区分の欄に掲げる市町村（山鹿市、熊本市、八代市、天草市及び苓北 
 町を除く。）ごとの同表の区域の欄に掲げる地域及び区域 
２ 特定工場等において発生する振動について、時間の区分及び区域の区分ごとの規制 
 基準 

時間の区分  区域の区分 

  昼間（午前８時から午後７時ま 

 で） 
夜間（午後７時から翌日の午前８時ま

で） 
 第一種区域          ６０デシベル             ５５デシベル 

 第二種区域          ６５デシベル             ６０デシベル 

  菊池市においては、特定工場等において発生する振動の規制に係る基準（昭和５１年

環境庁告示第９０号）第１条ただし書の規定を次のとおり適用する。 
  第二種区域のうち、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する保育所、医療法（昭

和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する

診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和２５年法律第

１１８号）第２条第１項に規定する図書館並びに老人福祉法（昭和３８年法律第１３３

号）第５条の３に規定する特別養護老人ホームの敷地の周囲おおむね５０メートルの区

域内における規制基準は、規制基準の欄に掲げる値から５デシベルを減じた値とする。
    備考 この表において、第一種区域、第二種区域は、別表の区域の欄に掲げる区域を 
        いう。 
  別表 

規制区域 市町村 
の区域 

第一種区域 第二種区域 

水俣市 １ 第一種低層住居専用地域、第二 

 種低層住居専用地域、第一種中高 

 層住居専用地域、第二種中高層住 

１ 近隣商業地域、商業地域、準工 

 業地域（第一種区域の地域を除く。）、

  工業地域及び工業専用地域 
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  居専用地域、第一種住居地域、第 

 二種住居地域及び準住居地域 
２ 長野町及び古城３丁目のうち準 

 工業地域の区域 

２ 用途地域以外の地域 

水俣市

を除く

市町村 

第一種低層住居専用地域、第二種低層

住居専用地域、第一種中高層住居専用

地域、第二種中高層住居専用地域、第

一種住居地域、第二種住居地域及び準

住居地域 

１ 近隣商業地域、商業地域、準工 

 業地域、工業地域及び工業専用地 

 域 
２ 用途地域以外の地域 

  備考 
  １ 「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第一種中高層住居 
  専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「第一種住居地域」、「第二種住居地 
  域」、「準住居地域」、「近隣商業地域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業 
  地域」及び「工業専用地域」とは、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条 
  第１項第１号の用途地域をいう。 
 ２ 用途地域以外の地域とは、都市計画法第８条第１項第１号の用途地域が定められて 
  いない地域をいう。 
  ３ 無人島及び都市計画法第８条第１項第９号の臨港地区は、規制区域から除く。 
 ４ この告示の施行により、又は用途地域が新たに定まったことにより、若しくは用途 
  地域が変更されたことにより、適用される規制区域が変更される特定工場等（規制区 
  域の変更の時に当該規制区域が適用される地域内に既にその敷地を有しているものに 
  限る。）のうち、より厳しい基準が適用される場合においては、当該規制区域の変更 
  の日から３年間は、当該変更がなかったものとみなして従前の規制区域の基準を適用 
  する。 

 
 
熊本県告示第３４６号 
  平成２１年４月７日熊本県告示第３４５号に定める指定地域における特定建設作業に伴
って発生する振動について、振動規制法施行規則（昭和５１年総理府令第５８号）別表第
１の付表による区域を次のように定め、平成２１年５月１日から施行する。 
  昭和５３年３月２３日告示第２７０号、昭和５５年３月６日告示第１６７号、昭和５７
年６月２４日告示第６７３号及び平成１０年３月２０日告示第１９５号（振動規制法に基
づく特定建設作業に伴って発生する振動について規制する区域の区分）は、平成２１年４
月３０日限り、廃止する。 
   平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 

規制区域 市町村 
の区域 

付表第一号に掲げる区域 付表第二号に掲げる区域 

菊池市 １ 第一種低層住居専用地域、第二 

  種低層住居専用地域、第一種中高 

  層住居専用地域、第二種中高層住 

  居専用地域、第一種住居地域、第 

  二種住居地域、準住居地域、近隣 

  商業地域、商業地域及び準工業地 

  域 
２ 用途地域以外の地域（付表第二 

  号に掲げる区域に指定される区域 

  を除く。） 

１ 工業地域及び工業専用地域 
２ 用途地域以外の地域のうち菊池 

  工業団地、森北工業団地、林原工 

  業団地、蘇崎工業団地、川辺工業 

  団地、住吉工業団地、田島工業団 

  地及び永工業団地の区域 

宇土市 １ 第一種低層住居専用地域、第２ 

  種低層住居専用地域、第一種中高 

  層住居専用地域、第二種中高層住 

  居専用地域、第一種住居地域、第 

  二種住居地域、準住居地域、近隣 

  商業地域、商業地域及び準工業地 

  域 
２ 用途地域以外の地域（付表第二 

  号に掲げる区域に指定される区域 

１ 工業地域及び工業専用地域 
２ 用途地域以外の地域のうち緑川 

  工業団地，花園地区工業団地の区 

  域 
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   を除く。）  

菊池市、

宇土市

を除く

市町村 

１ 第一種低層住居専用地域、第二 

  種低層住居専用地域、第一種中高 

  層住居専用地域、第二種中高層住 

  居専用地域、第一種住居地域、第 

  二種住居地域、準住居地域、近隣 

  商業地域、商業地域及び準工業地 

  域 
２ 用途地域以外の地域 

 

工業地域及び工業専用地域 

  備考 
  １ 「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第一種中高層住居 
  専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「第一種住居地域」、「第二種住居地 
  域」、「準住居地域」、「近隣商業地域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業 
  地域」及び「工業専用地域」とは、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条 
  第１項第１号の用途地域をいう。 
 ２ 用途地域以外の地域とは、都市計画法第８条第１項第１号の用途地域が定められて 
  いない地域をいう。 
  ３ 菊池市及び宇土市の付表第二号に掲げる区域の欄の工業団地のうち、菊池市に存す 
  る菊池工業団地、森北工業団地、林原工業団地、蘇崎工業団地、川辺工業団地、住吉 
  工業団地及び永工業団地並びに宇土市に存する花園地区工業団地は、農村地域工業等 
  導入促進法（昭和４６年法律第１１２号）第５条第３項第１号に規定する工業等導入 
  地区の区域である。 
  ５ 菊池市の付表第二号に掲げる区域の欄の田島工業団地は、菊池市泗水町に所在する 
  別添図面１に示す区域である。ただし、別添図面１は省略し、熊本県環境生活部及び 
  菊池市役所において、一般の縦覧に供する。 
 ６ 宇土市の付表第二号に掲げる区域の欄の緑川工業団地は、宇土市新開町に所在する 
  別添図面２に示す区域である。ただし、別添図面２は省略し、熊本県環境生活部及び 
  宇土市役所において、一般の縦覧に供する。    

 
 
熊本県告示第３４７号 
  平成２１年４月７日熊本県告示第３４５号に定める指定地域における道路交通振動につ
いて、振動規制法施行規則（昭和５１年総理府令第５８号）別表第２備考１の規定による
区域の区分及び同表備考２の規定による時間の区分を次のとおり定め、平成２１年５月１
日から施行する。 
  昭和５３年３月２３日告示第２７１号、昭和５５年３月６日告示第１６８号、昭和５７
年６月２４日告示第６７４号及び平成１０年３月２０日告示第１９６号（振動規制法に基
づく道路交通振動の限度に関する区域及び時間の区分）は、平成２１年４月３０日限り、
廃止する。                     
   平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 
１ 区域の区分 
   第一種区域 平成２１年４月７日熊本県告示第３４５号（振動規制法に基づく住民 
    の生活環境を保全する地域の指定及び同法に基づく特定工場等において発生する 
    振動の時間及び区域の区分ごとの規制基準）の別表に定める第一種区域に該当す 
    る地域及び区域 
      第二種区域 平成２１年４月７日熊本県告示第３４５号（振動規制法に基づく住民 
    の生活環境を保全する地域の指定及び同法に基づく特定工場等において発生する 
    振動の時間及び区域の区分ごとの規制基準）の別表に定める第二種区域に該当す 
    る地域及び区域 
２ 時間の区分 
   昼間 午前８時から午後７時まで 
   夜間 午後７時から翌日の午前８時まで 
 
 
 
 
 
熊本県公告第１７０号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年４月７日 
                                                熊本県知事  蒲  島  郁  夫    

 公  告 
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１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
  （３工区） 
  合志市野々島字東原４４１６番３の一部、同４４１６番９の一部、同４４１６番１３、 
 同野田原４５８０番２の一部、同４５８１番２の一部、同４５８２番１の一部、同４５ 
 ８３番１の一部、同４５８４番の一部及び里道の一部 
  １０，０９７．３０平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 

合志市竹迫２１４０番地 
合志市 

 
 
熊本県公告第１７１号 
 平成２１年度熊本県献血推進計画を次のとおり定める。  
  平成２１年４月７日 
                                          熊本県知事  蒲  島  郁 夫    
１ 目的 
  この計画は、平成１５年７月３０日に施行された「安全な血液製剤の安定供給の確保 
 等に関する法律」及び「第５次熊本県保健医療計画」に基づき、本県における医療に必 
 要な輸血用血液及び血漿分画製剤原料血漿を確保するため、平成２１年度に献血により 
 確保する血液の目標量を定めるとともに、特に、近年、医療機関からの需要が多く、安 
 全性の高い４００ミリリットル献血及び成分献血を県、市町村、熊本県赤十字血液セン 
 ター（以下「血液センター」という。）及び関係機関等が連携して一層の推進を図るこ 
 とを目的として策定する。  
  
２ 計画の期間 
  平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで 
 
３ 平成２１年度献血目標 
 （１） 平成２１年度に熊本県で必要な輸血用血液製剤見込み数・原料血漿確保目標量 
    ア 輸血用血液製剤製造見込み数：２８５，３５０単位※（昨年度：277,303単位) 
    イ 原料血漿確保目標量：１４，０００Ｌ（昨年度：14,000Ｌ） 
            ※単位：２００ｍＬ献血由来を１単位として換算 
 （２） 平成２１年度に献血により確保すべき血液の目標量及び献血者数 

   血液の目標量（Ｌ）       献血者数（人） 

    ２００ｍＬ献血           ２０４       １，０２０ 

    ４００ｍＬ献血         ２２，８６４       ５７，１６０ 

  成分 
  献血 

血漿成分献血 
血小板成分献血 

          ２，８２４ 
          ５，２５６ 

       ６，４６０ 
      １３，１４０ 

     総   数         ３１，１４８       ７７，７８０ 
 
４ 献血血液目標量を確保するために必要な措置 
 （１） 献血推進のための普及啓発、広報活動等 
    夏季、冬季及び春季における血液不足傾向を解消するため、各種団体等の協力を 
   得てキャンペーン等を展開する。特に、４００ミリリットル献血と成分献血の必要 
   性についての理解を求めるとともに、若年層献血のより一層の推進を図る｡ 
   ア キャンペーンの実施 
    (ア) 愛の血液助け合い運動（７，８月） 
    (イ) 学生献血クリスマスキャンペーン（１２月）  
    (ウ) はたちの献血キャンペーン（１，２月） 
    (エ) 春の献血キャンペーン（３，４月） 
   イ 移動献血ギャラリーの開催（県内６か所程度） 
   ウ パンフレット・啓発資材の作成配布 
      各種キャンペーンでの啓発用資材やパンフレット等を作成し、活用する。 
   エ 広報活動 
    (ア) 大型ビジョン、テレビ、ラジオ、ホームページ等での広報 
    (イ) 若者向け情報誌、市町村広報誌等での広報 
 （２） 若年層等の献血者確保対策 
   ア 小・中学生：将来に亘って安定的に血液製剤を供給していく体制を構築してい 
    くため、年代にあった啓発資材を作成・配付するとともに、薬物乱用防止教室等 
    の出前講座を活用し献血の重要性を話して、献血思想を意識付ける。 
   イ 高校生：高校生を対象として国が作成した教材を使用し、献血について正しい 
    知識の普及啓発を行うとともに、献血の意義や仕組みを説明する「献血出前講座」 
    や体験学習を実施する。 
      ウ 大学生：学生献血推進リーダーの研修会等において、同世代に対する献血の効 
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    果的な呼びかけ方法の提案や活動発表等を通して、互いに研鑽しながら同世代へ 
    の啓発活動をさらに推進するとともに、学生相互の交流を深める。 
 （３） 献血推進組織の育成 
   ア 市町村献血推進協議会との連携 
   イ 市町村担当者及び献血推進リーダーの研修会開催 
   ウ 熊本県学生献血推進協議会の活動支援等 
   エ 献血協力団体等に対する知事表彰の実施 
 （４） 献血受付時の次回協力者確保 
        献血受付時に献血申込書の確認事項により、「血液センターからの協力依頼を行 
   うこと」についての承諾を取り、季節的あるいは血液型別の血液不足時に協力を依 
   頼する。 
 （５） 採血の実施 
   ○ 日赤プラザ献血ルーム（熊本県赤十字血液センター） 
     （所在地）熊本市長嶺南二丁目１番１号 電話：096-384-2111（代表） 
     （受付時間） 
      ・全血献血：午前８時３０分から午前１１時５０分まで 
            午後１時から午後４時５０分まで 
      ・成分献血：午前８時３０分から午前１１時まで 
            午後１時から午後４時まで 
      （定休日）日曜日及び祝日（ただし、土曜日が祝日の場合は平常どおり。） 
   ○ 下通り献血ルーム 
     （所在地）熊本市下通一丁目８番２９号 電話：096-325-9218 
     （受付時間） 
      ・全血献血：午前１０時から午後０時５０分まで 
            午後２時から午後５時５０分まで 
      ・成分献血：午前１０時から正午まで 
            午後２時から午後５時まで 
     （定休日）金曜日（ただし、金曜日が祝日の場合は平常どおり。） 
   ○ 移動採血車（５台） 
     年間計画により県内各地へ配車    
 
５ 血液不足等緊急事態における献血の確保 
  輸血用血液製剤の在庫状況に応じた対応を定めた「血液不足等緊急事態における危機 
 管理対応要項」に基づき、市町村、血液センター及び関係機関と連携を取りながら必要 
 に応じて、注意報の発令や緊急献血等の各種対策を実施する。 
 
６ 災害時における献血の確保 
  地震等の大規模な災害発生時に必要な血液を緊急かつ安定して供給するために、熊本 
 県災害対策本部、市町村、血液センター及び関係機関と連携を密にしながら必要な措置 
 を講じる｡ 
 （１） 九州血液センターの一元管理による速やかな血液の供給 
 （２） 熊本県災害対策本部による血液搬送手段の確保と訓練 
 （３） 放送要請に関する協定に基づく献血協力依頼の放送実施、市町村の協力による臨 
   時献血実施等による献血者確保（県とＮＨＫで協定） 

 
 
熊本県公告第１７２号 
 熊本県電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例（平成１５年熊本
県条例第７０号。以下「条例」という。）に基づき、次のとおり手数料の額を承認したの
で公告する。 
  平成２１年４月７日 
                                             熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの期間の手数料 
１  電子証明書の発行手数料 
   条例第２条第１項に規定する電子証明書の発行手数料 １件当たり５００円 
  ただし、次の場合においては、発行手数料を無料とする。 
 (１)  住民基本台帳法に定める「軽微な修正」に伴い、電子証明書の記録事項が利用者 
   の住民票の記載事項と異なることについて、住民から発行申請があった場合におけ 
   る再発行 
 (２)  担当者（市町村窓口及び財団法人自治体衛星通信機構）の操作誤り等による失効 
   があった場合における再発行 
 (３) 住民基本台帳の記載事項に誤りがあったまま発行した後、当該誤りを修正したこ 
   とにより第１２条失効があった場合における再発行 
 (４) 越県合併の場合における再発行 
 (５) 電子証明書の記録事項が利用者の住民票の記載事項と異なる場合における再発行 
 (６) 市町村職員が受付窓口端末を用いて県認証局と導通確認を行う場合において 
   ア 当該職員が既に電子証明書の発行を受けているときの再発行 
   イ 当該職員が電子証明書の発行を受けていないときの発行 
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 (７) 何らかの理由により、誤発行が判明した場合における再発行 
 (８) その他、利用者の責に帰すことができない事由による失効の場合における再発行 
 (９) 県知事の秘密鍵の漏えい等があった場合における再発行 
２ 情報提供手数料 
  条例第３条第１項に規定する情報提供手数料  
  情報提供手数料は、次の（２）及び（１０）を除き、署名検証者若しくは団体署名検 
 証者が運営している独立した電子申請・届出システム（以下「電子申請システム」とい 
 う。）ごとに徴収する。 
 (１) 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３

号）第１７条第１項第１号に掲げる者で、行政手続等における情報通信の技術の利
用に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第２条第２号に規定する行政機関等
のうち、同号ハに掲げるものが署名検証者として運営する電子申請システムの場合
における情報提供手数料は無料 

 (２) 政府認証基盤（ＧＰＫＩ）の証明書検証サーバーを経由して失効情報を取得する
電子申請システムの場合 

  ア ＯＣＳＰレスポンダ照会方式又はＣＲＬ提供方式による失効情報の提供に係る手
数料 失効情報の提供をうける府省ごと（政府認証基盤における府省認証局ごと）
に年間１，０００，０００円 

  イ 失効情報ファイルの提供に係る手数料 １日かつ１都道府県当たり７００円 
 (３) 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律第１７条第１項第１号に掲

げる者で、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律第２条第２号の
ハに掲げるもの以外の行政機関等及び電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関
する法律第１７条第１項第２号に掲げる者が署名検証者として運営する電子申請シ
ステムで、（２）に該当しない場合 

  ア ＯＣＳＰレスポンダ照会方式による失効情報の提供に係る手数料 事務費用（年 
   間１００，０００円）＋１件当たり１０円×アクセス件数 
  イ ＣＲＬ提供方式による失効情報の提供に係る手数料 
   (ア) 毎日１回ずつ全都道府県のＣＲＬを取得する方式による場合 年間２，００ 
     ０，０００円 
   (イ) １年のうち決まった日数のみ全都道府県のＣＲＬを取得する方式による場合 
      事務費用（年間１００，０００円）＋取得した日数当たり１０，０００円×日 
    数（２，０００，０００円を上限とする） 
   (ウ) （ア）及び（イ）ともに特定の都道府県のＣＲＬのみを取得する場合 事務

費用（年間１００，０００円）＋事務費用を除いたそれぞれの単価に、当該都
道府県の数を４７で除して得た数を乗じて得た額（２，０００，０００円を上
限とする） 

      ただし、得られた額の端数処理については、次のとおりとする。 
(ア)については、１０，０００円未満を切り上げた額 
(イ)については、１，０００円未満を切り上げた額 

  ウ 失効情報ファイルの提供に係る手数料 １日かつ１都道府県当たり７００円 
    ただし、ＯＣＳＰレスポンダ照会方式とＣＲＬ提供方式を併用している場合 ＯＣ

ＳＰレスポンダ照会方式にかかる事務費用（年間１００，０００円）分は無料   
   複数署名検証者等による共同運営の電子申請システムの場合 主たる署名検証者等

（代表者）から一括徴収する。 
 (４) 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律第１７条第１項第３号に掲

げる者が署名検証者として運営する電子申請システムの場合（３）と同額 
 (５) 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律第１７条第１項第４号及び

第５号に掲げる者が署名検証者として運営する電子申請システムの場合（３）のア、
イ及びウの手数料の２倍（４，０００，０００円を上限とする） 

 (６) 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律第１７条第１項第６号に掲
げる者が署名検証者として運営する電子申請システムの場合（３）と同額 

 (７) 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律第１７条第５項第１号に掲
げる団体又は機関が団体署名検証者として運営する電子申請システムの場合（３）
と同額 

 (８) 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律第１７条第５項第２号に掲
げる団体又は機関が団体署名検証者として運営する電子申請システムの場合（３）
と同額 

 (９) （２）から（６）までに掲げる署名検証者として運営する電子申請システム又は
（７）から（８）までに掲げる団体署名検証者として運営する電子申請システムが、
（２）から（８）までに含まれる別の規定に基づく署名検証者又は団体署名検証者
として運営する電子申請システムを兼ねる場合 それぞれの規定に基づく情報提供
手数料の合計額 

 (１０) 署名検証者として（２）アに掲げる失効情報の提供をうける府省が、団体署名
検証者としても（２）アに掲げる失効情報の提供をうける場合 署名検証者として
の（２）アの規程に基づく情報提供手数料に加え、団体署名検証者としても（２）
アの規程に基づく情報提供手数料を徴収する。 
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熊本県公告第１７３号 
 益城町長 住永幸三郎から協議のあった広安地区土地改良事業（暗渠排水）計画の変更
については、平成２１年３月３０日付けで適当と決定したので、土地改良法（昭和２４年
法律第１９５号）第９６条の３第５項において準用する同法第８条第６項の規定により公
告し、次のとおり関係書類を縦覧に供する。 
 利害関係人でこの決定に異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５
日以内に知事に対して異議の申出をすることができる。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 縦覧に供する書類の名称 
  変更後の広安地区土地改良事業（暗渠排水）計画書の写し 
２ 縦覧期間 
  平成２１年４月８日から平成２１年５月１１日まで 
３ 縦覧場所 
  益城町役場 

 
 
熊本県公告第１７４号 
 荒尾市長 前畑淳治から協議のあった菰屋地区土地改良事業（農業用用排水施設）の施
行については、平成２１年３月３０日付けで適当と決定したので、土地改良法（昭和２４
年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定により
公告し、次のとおり関係書類を縦覧に供する。 
 利害関係人でこの決定に異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５
日以内に、知事に対して異議の申出をすることができる。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 
１ 縦覧に供する書類の名称 
  菰屋地区土地改良事業（農業用用排水施設）計画書の写し 
２ 縦覧期間 
  平成２１年４月８日から平成２１年５月１１日まで 
３ 縦覧場所 
  荒尾市役所 

 
 
熊本県公告第１７５号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項の規定による都市計画の図書
の写しの送付を受けたので、同条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。 
    平成２１年４月７日 
                                           熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 都市計画の種類 
    菊池都市計画特別用途地区（菊池市） 
２ 都市計画の図書の写しの縦覧場所 
  熊本県土木部都市計画課 

 
 
熊本県公告第１７６号 
  熊本市に事務所を置く高砂土地改良区理事長出野比佐雄から平成２１年３月１２日付
けで申請のあった定款変更については、平成２１年３月３０日付けで認可したので、土地
改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第３項の規定により公告する。 
    平成２１年４月７日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫    

 
 
熊本県公告第１７７号 
 天草市に事務所を置く楠甫土地改良区の役員が次のとおり退任及び就任した旨の届出が
あったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により公
告する。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫   
 役職名     氏   名    住  所 

 退任 
   理事 
   理事 
   理事 

 

 堀  洋一 
 小崎 儀一 
 葉山 正典 

 

 天草市有明町楠甫４９３８番地３ 
  天草市有明町楠甫４３６５番地 
  天草市有明町楠甫４７５１番地２ 
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   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
  理事 

  理事 
   監事 
  監事 
   監事 
 就任 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 

  理事 

  監事 
  監事 
   監事 

 今福 興曻 
 渡邊 誠 
  萩平 富士雄 
  富﨑 洋一 
  釜元 茂 
  元島 巖 
  田中 哲廣  
  浦田 宗親 
  林田 冨士雄 
 富﨑 誠美 
 益田 秀喜 
  中嶋 健 
 

  堀  洋一 
 葉山 正典 
 松本 次雄 
 林田 冨士雄 
 渡邊 吉雄 
  富﨑 洋一 
  元島 巖 
  浦田 宗親  
 田中 哲廣  
 釜﨑 守 
  片平 豊 
 迫口 輝幸 
 益田 秀喜 
  富﨑 信一 
  堀  輝明 

  天草市有明町楠甫５７４７番地 
  天草市有明町大浦５７番地６ 
  天草市有明町楠甫１４４７番地２ 
  天草市有明町楠甫３４９４番地１ 
  天草市有明町楠甫４８００番地２ 
  天草市有明町楠甫２番地１ 
  天草市有明町楠甫２３５１番地２ 
  天草市有明町楠甫３５４８番地１ 
  天草市有明町楠甫３６３３番地 
  天草市有明町楠甫５８５番地 
  天草市有明町楠甫２１５０番地４ 
  天草市有明町大浦４２４５番地 
 

  天草市有明町楠甫４９３８番地３ 
  天草市有明町楠甫４７５１番地２ 
  天草市有明町大浦４２３４番地１ 
  天草市有明町楠甫３６３３番地 
  天草市有明町大浦４９番地 
  天草市有明町楠甫３４９４番地１ 
  天草市有明町楠甫２番地１ 
  天草市有明町楠甫３５４８番地１ 
  天草市有明町楠甫２３５１番地２ 
  天草市有明町楠甫２７番地２ 
  天草市有明町楠甫１０００番地 
  天草市有明町楠甫３７９０番地２ 
  天草市有明町楠甫２１５０番地４ 
  天草市有明町楠甫３４９９番地 
  天草市有明町大浦４２４６番地４ 

 
 
熊本県公告第１７８号 
 山鹿市に事務所を置く鹿北土地改良区の役員が次のとおり退任及び就任した旨の届出が
あったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により公
告する。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 役職名     氏   名    住  所 

 退任 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   監事 
   監事 
   監事 
 就任 

 

 西牟田 長 
  伊織 一男 
  最上 盛男 
  酒井 壽 
  井上 計二 
  一法師  淳史 
 西田 武尚 
 深牧 博義 
  河内 源太郎 
  堤 雄一 
  友田 政就 
  松本 潤一 
  本田 隆一 

 

 山鹿市鹿北町岩野２２３番地１ 
  山鹿市鹿北町芋生１２６４番地 
  山鹿市鹿北町芋生１８９５番地 
  山鹿市鹿北町芋生３４６２番地３ 
  山鹿市鹿北町芋生８８７番地 
  山鹿市鹿北町多久１８３５番地 
  山鹿市鹿北町多久１６４３番地 
  山鹿市鹿北町椎持２１８４番地 
  山鹿市鹿北町椎持１１１番地 
  山鹿市鹿北町岩野４４９１番地３ 
  山鹿市鹿北町芋生３４６６番地 
  山鹿市鹿北町椎持２７６番地 
  山鹿市鹿北町多久１９２４番地１ 

   理事 
   理事 

  西牟田 長 
  井上 雄介 

 山鹿市鹿北町岩野２２３番地１ 
 山鹿市鹿北町芋生１２６２番地 
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   理事 
   理事 

 井上 藤一郎 
 酒井 壽 

 山鹿市鹿北町芋生２３５１番地２ 
 山鹿市鹿北町芋生３４６２番地３ 

   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   理事 
   監事 
   監事 

  井上 計二 
  一法師  淳史 
 西田 武尚 
 深牧 博義 
  河内 源太郎 
  堤 雄一 
  松本 潤一 
  本田 隆一 

 山鹿市鹿北町芋生８８７番地 
 山鹿市鹿北町多久１８３５番地 
  山鹿市鹿北町多久１６４３番地 
  山鹿市鹿北町椎持２１８４番地 
  山鹿市鹿北町椎持１１１番地 
  山鹿市鹿北町岩野４４９１番地３ 
  山鹿市鹿北町椎持２７６番地 
  山鹿市鹿北町多久１９２４番地１ 

 
 
熊本県公告第１７９号   
  城南町に事務所を置く緑川南部土地改良区の役員が次のとおり就退任した旨届出があっ
たので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により公告す
る。 
   平成２１年４月７日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 役職名    氏 名    住  所 

 退任   
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  監事 
  監事 
  監事 
  監事 
 就任 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 

        

 村﨑  秀 
  八幡 紀雄 
  倉岡 則幸 
  坂井 優 
  鋤野 博 
  大橋 修一   
  住田 建一 
  森林 幸則 
  相良 光治 
  桑原 信男 
  牧  博史 
  伊津野 亨 
  改原 勝義 
  北野 良一 
  西村 洋石 
  志垣 勉 
  木村 憲正 
  高木 良一 
  河原 鐵重 
  山川 仲義 
  森下 浩明 
  高内 良一 
 

  村﨑 秀 
  八幡 紀雄 
  緒方 敦 
  大石 洋 
  河原 鐵重 
  成松 孝美 
  武田 新市 
  井上 一喜 
  堀田 孝昭 

 

 下益城郡富合町大字榎津１０３８番地 
 下益城郡城南町大字今吉野１０３４番地の１ 
 下益城郡城南町大字今吉野７７２番地  
 下益城郡城南町大字千町１１３１番地の１   
 下益城郡城南町大字永１２５６番地  
 下益城郡城南町大字高３２７番地 
 下益城郡城南町大字碇８６５番地 
 下益城郡城南町大字宮地７４２番地 
 下益城郡城南町大字下宮地２０１番地の５ 
 下益城郡城南町大字島田７２５番地 
 下益城郡富合町榎津１０８９番地 
 下益城郡富合町大字木原２０５０番地 
 下益城郡富合町大字新５６６番地 
 下益城郡富合町大字田尻３６６番地 
 下益城郡富合町大字古閑１２０４番地 
 下益城郡富合町大字小岩瀬９６０番地 
 下益城郡富合町大字莎崎８２３番地 
 下益城郡富合町大字大町４１４番地 
 下益城郡城南町大字千町２２２８番地 
 下益城郡城南町大字島田３０番地 
 下益城郡富合町大字西田尻７４７番地 
 下益城郡富合町大字国町１２５番地 
 

 熊本市富合町榎津１０３８番地 
 下益城郡城南町大字今吉野１０３４番地の１ 
 下益城郡城南町大字築地８８０番地 
 下益城郡城南町大字坂野７１１番地 
 下益城郡城南町大字千町２２２８番地の３ 
 下益城郡城南町大字丹生宮４３２番地 
 下益城郡城南町大字赤見１３８８番地 
 下益城郡城南町大字宮地１０９７番地 
 下益城郡城南町大字下宮地１０７２番地 

  理事 
  理事 

  松永 壽昭 
  小原 邦彦 

 下益城郡城南町大字島田９９４の１番地 
 熊本市富合町榎津１１９８番地 
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  理事   岩永 博人  熊本市富合町木原６６番地 

  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  理事 
  監事 
  監事 
  監事 
  監事 

  成松 俊郎 
  内村 眞雄 
  櫻田 精治 
  林田 修一   

  米本 富雄 
  橋本 義則 
  石田 照光 
  中村 英一 
  中熊 捷征 
  桑野 俊郎 

 熊本市富合町平原８００番地 
 熊本市富合町西田尻８８４番地 
 熊本市富合町志々水６５９番地 
 熊本市富合町国町５６５番地 
 熊本市富合町菰江３６８番地の１ 
 熊本市富合町上杉５３８番地 
 下益城郡城南町大字舞原７５９番地の２ 
 下益城郡城南町大字下宮地４１６番地の２ 
 熊本市富合町古閑１１６５番地 
 熊本市富合町大町１０６６番地 

 
 
熊本県公告第１８０号 
  大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）附則第５条第１項の規定に基づき平
成２０年１１月７日に行われた届出に対し、同法第８条第１項の規定により熊本市から意
見書の提出があったので、同条第３項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該
意見書を縦覧に供する。 
  平成２１年４月７日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 
  北部ショッピングセンター 
  熊本市飛田三丁目８番４５号 
２ 熊本市の意見の概要 
   騒音については規制基準の遵守義務規定があり（熊本県生活環境の保全等に関する 
  条例第４３条）、規制基準に適合しないことにより、周辺の生活環境がそこなわれた 
  場合、改善勧告・命令の対象となります（同条例第４８条）。 
  （理由） 
   予測地点Ｄ′で規制基準を超える騒音レベルが予測されているため。 
４  意見書の縦覧場所及び縦覧期間 
    熊本県商工観光労働部商工政策課 
  平成２１年４月７日から平成２１年５月７日まで 

 
 
熊本県公告第１８１号 
 次に掲げる土地改良事業に伴う工事が完了したので、土地改良法（昭和２４年法律第１
９５号）第１１３条の２第２項の規定に基づきこの旨を公告する。 
  平成２１年４月７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 事業名 地区名  工事着手年月日  工事完了年月日  事業主体 

 農業用用  

 排水施設 
奥古閑・

銭塘 
 平成１８年１２月１８日  平成２１年３月１６日     熊本市 

 
 
熊本県公告第１８２号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定により、国土地理院長から
次のとおり基本測量が終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公告する。 
    平成２１年４月７日 
                                                熊本県知事 蒲  島  郁  夫 
    作 業 種 類     作 業 期 間   作 業 地 域 

基本測量（火山変動測量） 平成２０年６月１日から 
平成２１年２月２８日まで 

阿蘇市、菊池郡大津町、阿蘇

郡高森町、同郡南阿蘇村 
 

 
熊本県公告第１８３号 
 肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定に基づき、次の肥料の
登録有効期間を更新したので、同法第１６条第１項の規定に基づき公告する。 
   平成２１年４月７日 
                                  熊本県知事  蒲 島 郁 夫    
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 登録番号 

 

肥料の 
種  類 

肥料の 
名  称 

保証成分量

  （％） 
 その他の 
  規格 

生産業者の氏名 
又は名称及び住 

所 

有効期限

 熊本県肥 
 第８３５ 

 号 

生石灰 80.0生 

石灰 
アルカリ分

：８０．０

該当なし。 安田石灰工業株 

式会社 
八代市花園町９ 

番地１４ 

平成２７

年４月１

２日 

 熊本県肥 
 第８３６ 

 号 

消石灰 

 

65.0消 

石灰 

 

アルカリ分

：６５．０

 

該当なし。 

 

安田石灰工業株 

式会社 
八代市花園町９ 

番地１４ 

平成２７

年４月１

２日 

 
 
 
 
 
  熊本県人事委員会事務局組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年４月７日 
                                    熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之    
熊本県人事委員会規則第１１号 
   熊本県人事委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 
 熊本県人事委員会事務局組織規則（昭和２６年熊本県人事委員会規則第２号）の一部を
次のように改正する。 
 第２条第１号中「総務係」及び「任用係」を削る。 
    附 則 
 この規則は、公布の日から施行し、改正後の熊本県人事委員会事務局組織規則の規定は、
平成２１年４月１日から適用する。 

 
 
熊本県人事委員会訓令第１号 
                                                               事 務 局    
  熊本県人事委員会事務局文書規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月２７日 
                                    熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之    
 
   熊本県人事委員会事務局文書規程の一部を改正する訓令 
 熊本県人事委員会事務局文書規程（昭和３５年熊本県人事委員会訓令第１号）の一部を
次のように改正する。 
 第６条の４第２項中「係長の職にある」を「課長が総務課の課長補佐、主幹又は参事の
職にある者のうちから指定する」に改める。 
 第８条第１項、第２項、第３項及び第５項中「総務係長」を「文書取扱主任」に改め、
同条第３項中「主管係長を経て」を削る。  
   附 則                                        
１ この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。        
２ 改正後の熊本県人事委員会事務局文書規程の規定は、この訓令の施行の日以後に作成 
 し、又は取得する文書について適用し、同日前に作成し、又は取得した文書については、 
  なお従前の例による。 

 
 
天草不知火海区漁業調整委員会指示第１３６号 
 しいらづけ漁業と釣り漁業等との漁場の使用に関する紛争の防止を図るため、漁業法
（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、次のとおり指示する。 
  平成２１年４月７日 
                         天草不知火海区漁業調整委員会会長 板 﨑  清    
１  指示の内容 
   ６月１日から１０月３１日までの間、天草市魚貫町権現山山頂から天草市魚貫町遠見 
 岳山頂を見通した延長線以南の天草海に敷設してあるしいらづけ漁業の「つけ」の中心 
 から半径１００メートルの区域内での釣りを禁止する。 
２  指示の有効期間 
  平成２１年４月７日から平成２３年１０月３１日までとする。 
 

 登載依頼 
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